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東京商工会議所

会員企業の防災対策に関するアンケート

・表中の「％」は小数点第２位で四捨五入を行っており、合計が100％にならない場合がある。

・複数回答の設問は、構成比の合計が100％を超える場合がある。

・本文や図表中の選択肢表記は、語句を短縮・簡略化している場合がある。

・各設問について、回答全体をまとめて集計した「単純集計」と、従業員規模別や地域別に区分して集計した

「クロス集計」を行っている。

・前回調査（2018年6月公表）以前の数値を参考値として記載しているが、調査方法の違い等から比較には留意

が必要である。

２０１９年５月
東京商工会議所 災害対策委員会



1防災対策に関する対話型アンケート実施

調査目的・背景

（１）2014年5月、東京都と「東京の防災力向上のための連携協力に関する協定」締結

本協定の一環として、同年より毎年１回、本アンケートを実施。

（２）今回は、対話型アンケートとして、未実施の項目への取組みを促す情報を提供。

（３）2019年3月11日～25日に、電子メール、Ｗｅｂによるアンケートを実施。

会員企業3,208社に送信し、1,029社より回答を得た（有効回収率：32.1％）

（４）今回は特に、各地域における新たな災害対応に資するよう、事業所所在地の災害

リスクの把握状況や、大規模水害が予測される際の広域避難の課題・対策等に

関する実態を調査

～29人

26.3%

30～49人

14.7%

50～99人

18.6%

100～299人

17.6%

300人以上

22.8%

＜従業員別構成＞
（都内）

(n=1,029)

＜地域別構成＞

(n=1,028)

都心地域

47.8%

城東地域

14.1%

城西地域

8.7%

城南地域

17.3%

城北地域

12.2%
※地域区分
都心：千代田、中央、

港、台東
城東：江東、墨田、足立、

葛飾、江戸川
城西：新宿、中野、

杉並、練馬
城南：品川、目黒、大田、

世田谷、渋谷
城北：文京、北、荒川、

豊島、板橋
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～29人

26.3%

30～49人

14.7%

50～99人

18.6%

100～299人

17.6%

300人以上

22.8%

回答企業属性

従業員別構成（都内）

10～29人
32.8%

30～49人
18.9%50～99人

15.3%

100～299人
16.8%

300人以上
16.2%

（2018年度）

(n=1,029) (n=1,127)
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都心地域

47.8%

城東地域

14.1%

城西地域

8.7%

城南地域

17.3%

城北地域

12.2%

回答企業属性

地域別構成

都心地域

43.3%

城東地域

16.2%

城西地域

11.3%

城南地域

16.4%

城北地域

12.8%

（2018年度）

(n=1,028)
(n=1,127)



4回答企業属性

業種別構成

商業／小売業

6.4%

卸売業

16.4%

工業／製造業

23.8%

資源エネルギー業

0.5%
貿易業

0.2%

金融業

2.5%

交通運輸／物流／倉庫業

5.4%

建設業／不動産業

14.5%

サービス業

14.9%

情報通信業

9.3%

その他

6.1%

(n=1,027)
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1. 災害の被害想定について

2. BCP策定について

3. 東京都帰宅困難者対策条例について

4. 水害対策について

5. 防災に関する人材育成について

6. 行政への要望について

アンケート実施項目
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１．災害の被害想定について



7首都直下地震の被害想定の認知度

内容を詳しく知っている

4.2%

内容を概ね知っている

40.4%

被害想定があることのみ

知っている

51.8%

知らない

3.6%

被害想定の内容の認知度は44.6％（前回52.7%）

(n=1,027)

44.6%

・建物被害（全壊・焼失）：約６１万棟
・死者数：約２３，０００人
・ライフラインの被害：電力、ガス、
上下水道、通信、交通（鉄道、道路等）

・帰宅困難者：約８００万人
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3.0%

3.5%

5.5%

2.3%

1.7%

0.8%

25.6%

23.7%

32.4%

25.0%

24.7%

26.6%

50.0%

50.5%

50.3%

45.5%

49.4%

51.6%

21.4%

22.3%

11.7%

27.3%

24.1%

21.0%

全体

都心地域

城東地域

城西地域

城南地域

城北地域

内容を詳しく知っている 内容を概ね知っている 被害想定があることのみ知っている 知らない

荒川右岸低地氾濫の被害想定の認知度

荒川右岸低地氾濫の被害想定については、28.6％が

内容を「詳しく知っている」または「概ね知っている」と回答

・浸水範囲：約１１０平方キロメートル
・浸水区域内人口：約１２０万人
・死者数：約２，０００人
・ライフラインの被害：電力、ガス、上下水道、通信、交通（鉄道、道路等）
・東証一部上場企業大手１００社のうち４２社の企業の本社が浸水

(n=1,021)
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災害リスクの内容について

詳しく知っている

7.0%

災害リスクの内容

について概ね知っ

ている

40.6%

災害リスクがあるこ

とのみ知っている

41.5%

知らない

10.9%

事業所所在地の災害リスクの認知度

自社の事業所所在地における災害リスク（※）の認知度は47.6％。

※災害リスク・・・地震、河川氾濫の他、高潮や火山噴火等を含む

(n=1,029)

47.6%

新規



10ハザードマップの活用

自社の防災・減災対

策に活用している

19.3%

今後、自社の防災・減災対策

に活用していきたい

37.3%

ハザードマップは知ってい

るが、活用していない

41.4%

防災・減災対策に活用する予定はない

0.4%

そもそもハザードマップ存在を知らない

1.6%

自社の防災・減災対策にハザードマップを活用している企業は19.3%

国土交通省のハザードマップでは、
地震だけでなく、高潮洪水、火山等の
災害リスクも確認できます。

＜国土交通省ハザードマップポータルサイト＞
https://disaportal.gsi.go.jp/

※各区のホームページでも
ハザードマップを確認できます。 (n=1,029)

新規

https://disaportal.gsi.go.jp/
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２．BCP策定について



12BCP（事業継続計画）の策定

58.3%

28.7%

24.2%

13.9%

15.9%

29.1%

21.7%

20.4%

17.9%

14.6%

9.6%

16.5%

8.1%

16.6%

11.6%

10.6%

10.0%

11.1%

6.8%

17.7%

17.4%

18.5%

17.7%

15.3%

5.1%

16.6%

28.9%

42.4%

46.9%

28.0%

300人以上

100～299人

50～99人

30～49人

10～29人

全体

BCPを策定済 BCPを策定中または検討中

BCPは策定していないが防災計画を策定済 防災計画を策定中または検討中

いずれも未策定

「BCPを策定済」企業の割合は 29.1%に増加（前回27.7%）

｢策定中･検討中｣ 企業の割合は 16.5%に増加（前回13.5%）

（前回27.7%）

(n=1,028)

（前回13.5%）



13BCP策定後の運用や見直しの実施

実施している

73.2%

実施していない

26.8%

(n=298)

BCP策定後の運用や見直しの実施状況

「BCP策定済」の７割以上が「社内での教育・訓練」

「業務責任者による計画の点検・見直し」などの運用・見直しを実施

BCP未策定の企業では、策定に必要な事項として、

55.3%が「ノウハウ・スキルを習得する研修、専門家への相談制度」を挙げた

＜主な取組み＞（複数回答、（ ）内は前回数値）

自社内での教育・訓練 78.4%（59.3%）
責任者が点検・見直し 72.9%（60.6%）

26.1%

42.7%

45.4%

48.5%

55.3%

法令による奨励

防災知識を有する人材の確保

策定コストの補助制度

経営層の認識

研修、専門家への相談制度

BCPを策定するために必要な事項

＜その他の回答＞
顧客・取引先の要請 13.9%

親会社・グループ会社の要請 10.3% 等

BCP策定済企業 BCP未策定企業

(n=555、複数回答)



14BCP策定で東商に期待する取組み

0.5%

7.9%

26.0%

53.9%

60.7%

66.4%

その他

特になし

BCP策定、運用について相談できる専門家の紹介

BCP策定に関する支援制度の紹介

BCP、防災・減災対策に関する好事例の紹介

BCP、防災・減災対策において

最低限必要なポイントに関する研修

BCP策定支援にあたって活用したい取組みについて、6割以上の企業が、

「最低限必要なポイントに関する研修」「好事例の紹介」を挙げた。

(n=547、複数回答)

新規
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３．東京都帰宅困難者対策条例について



16帰宅困難者対策条例の認知度

努力義務の認知度は63.6%（前回62.9%）とほぼ横ばい

従業員規模が小さいほど認知度が低いという傾向は変わらず

83.8%

69.6%

66.0%

58.9%

42.8%

63.6%

11.9%

19.9%

19.4%

20.5%

24.7%

19.3%

1.3%

5.5%

9.4%

11.9%

14.8%

8.6%

3.0%

5.0%

5.2%

8.6%

17.7%

8.5%

300人以上

100～299人

50～99人

30～49人

10～29人

全体

努力義務の内容を含めて知っている 条例が制定・施行されたことのみ知っている

条例名のみ知っている 知らない

（前回62.9%）

(n=1,029)



17災害時の安否確認手段

15.1%

28.0%

36.3%

38.6%

51.5%

特に準備していない

SNS

(twitter,Facebook,LINE等)

独自に整備した

安否確認システム

災害用伝言サービス

(171、Web171含む)

メール

従業員の安否を確認する手段として

準備しているものについて

通話以外の手段を

確保するよう周知

41.0%

特に手段は定めて

いないが周知

30.3%

周知していない

28.8%

従業員に対する、

家族との安否確認手段の周知について

災害用伝言サービスなど、災害時に有効なツールを準備する企業が約4割に

従業員に対し、家族との安否確認手段として通話以外を周知している企業は41.0%

(前回36.6%)

(前回28.0%)

(n=1,029、複数回答)

(n=1,028)



18従業員の「家庭での防災対策」の支援

3.3%

3.7%

5.1%

10.5%

81.2%

その他

家庭での防災用品の準備(ヘルメット等の支給、

購入費用補助等)を支援している

家庭での備蓄(水、食料等の支給、

購入費用補助等)を支援している

家族に災害時対応カード、マニュアルを配布している

家庭での防災対策は支援していない

8割を超える企業が「家庭での防災対策は支援していない」と回答

(n=1,028、複数回答)



19災害時の従業員用備蓄量

56.6%

35.2%

47.2%

50.9%

25.5%

31.3%

35.1%

43.4%

39.3%

21.5%

14.0%

毛布

災害用トイレ

食料

飲料水

従業員用の備蓄あり(3日分以上) 従業員用の備蓄あり(1、2日分) 備蓄はない

飲料水、食料、災害用トイレについて「１、２日分の備蓄あり企業」が増加。

帰宅困難者対策条例で定める3日分以上の備蓄を行っている企業はほぼ横ばい

(n=1,027)

(n=1,025)

(n=1,023)

(n=1,023)

(51.4%)

(49.1%)

(38.5%)

(62.5%)

(32.9%)

(28.8%)

(21.5%)

(15.7%)

(22.1%)

(40.0%)

(37.5%)

※毛布は「備蓄あり」
※グラフ下の（ ）内は前回数値



20外部帰宅困難者向けの備蓄量

外部の帰宅困難者向けの備蓄を用意している

7.6%

外部の帰宅困難者向けの備蓄は用意していない

87.7%

その他

4.7%

外部の帰宅困難者向け備蓄品を用意している企業は１割を下回る

(n=1,026)
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一時滞在施設として協力するため、

区と協定を結んでいる

2.4%

一時滞在施設として

共用のフロア等に

帰宅困難者を受け入

れる可能性がある

3.0%

一時滞在施設が開設す

るまでの間に限り

帰宅困難者を受け入れ

る可能性がある

5.1%

一時滞在施設に

はならないが

状況に応じて受

け入れる可能性

がある

35.7%

外部の帰宅困難者を

受け入れることは難

しい

53.8%

46.2%

＜主な理由＞
水・食料の備えがないため 67.6%

受け入れるスペースがないため 66.0%

受け入れに人員をさけないため 47.4%

外部の帰宅困難者の受け入れ

災害時に外部の帰宅困難者を受け入れる可能性があると回答した企業は46.2%

受入困難な企業の主な理由は「水・食料の備えがない」「スペースがない」

(n=1,026)



22企業側が免責となる制度

有効だと思う

67.2%

有効だと思わない

8.5%

わからない

24.3%

前質問で「一時滞在施設として受け入れる」と回答した企業以外では約7割が、

「企業側が免責となる制度の創設」が一時滞在施設の増加に有効だと思う、と回答。

(n=960)

新規



23区が企業の損害賠償を補償する制度

有効だと思う

43.6%

有効ではあるが、一部補

償では意味がない

31.0%

有効だと思わない

6.5%

わからない

19.0%

前質問で「一時滞在施設として受け入れる」と回答した企業以外では約4割が、

「区が保険加入することで企業側の損害賠償を（一部）補償する制度の創設」

が一時滞在施設の増加に有効だと思う、と回答。

(n=959)

新規



24

４．水害対策について



25水害対策の実施率

水害対策を実施している企業は11.5%

江東デルタゼロメートル地帯など城東地域は15.9%

11.5%

12.4%

15.9%

7.9%

7.9%

10.6%

88.5%

87.6%

84.1%

92.1%

92.1%

89.4%

全体

都心地域

城東地域

城西地域

城南地域

城北地域

水害対策を実施している 水害対策を実施していない

(n=1,026)

（千代田・中央・港・台東）

（江東・墨田・足立・葛飾・江戸川）

（新宿・中野・杉並・練馬）

（品川・目黒・大田・世田谷・渋谷）

（文京・北・荒川・豊島・板橋）

新規



26実施した水害の事前対策

水害対策の事前対策として、 72.9％ が「備蓄の確保」を実施

5.9%

8.5%

16.1%

21.2%

31.4%

39.0%

43.2%

44.9%

45.8%

49.2%

50.8%

53.4%

72.9%

その他

サプライチェーンの確保

情報システム、生産設備、資機材等の浸水対策

水害を意識したBCPの策定

情報システム、生産設備、資機材等の上層階への設置

避難場所の周知

自家発電機等、非常用設備の導入

通信手段の確保(電話・携帯・インターネット)

水害対策備品(土嚢や避難・救助用ゴムボート等)の用意

データや書類等のバックアップ

行政ハザードマップを活用した情報収集

防災訓練、避難訓練

備蓄(水・食料等)の確保

(n=118、複数回答)

新規



27インフラの防災・減災効果の認知度

効果を発揮していることを実感した

り、意識したことがある

24.2%

効果を発揮していることを実感した

り、意識したことがあまりない

44.9%

効果を発揮していること

を実感したり、意識した

ことが全くない

19.1%

わからない

11.8%

24.2%の企業が、水害の防止・被害軽減における河川管理施設や海岸保全施設等の

インフラのストック効果を実感、意識したことがあると回答（2017年度22.8%）

(n=1,027)



28大規模水害が予想される場合の
広域避難に関して必要な施策

8割以上の企業が「空振りでもいいから早めに広域避難を勧める情報を」と回答

立退き避難対象地域内の企業に対する休業要請を希望する企業は21.0％

0.7%

9.2%

15.0%

21.0%

81.6%

その他

自社を、立退き避難対象地域に居住する従業員(家族を含

む)の広域避難先とするための支援をして欲しい

広域避難を勧める情報は、対応のための時間が少なくなる

にしても、大規模水害の発生が確実になってから発表して

欲しい

立退き避難対象地域内の企業に対し休業を要請して欲しい

大規模水害の可能性がある場合は、空振りに終わっても良

いから、早めに広域避難を勧める情報を発表して欲しい

(n=1,026、複数回答)

新規



29避難勧告・休業要請のタイミング

12時間未満

36.6%

12時間以上

24時間未満

47.2%

24時間以上

48時間未満

13.3%

48時間以上

72時間未満

1.9%

72時間以上

1.0%

「早めの避難勧告」を希望する企業のうち、

47.2%が「12時間以上24時間未満」の避難勧告が望ましいと回答

「立退き避難対象地域の企業に対する休業要請」を希望する企業のうち、

42.5% が「12時間以上24時間未満」の休業要請が望ましいと回答

(n=822)

12時間未満

18.7%

12時間以上

24時間未満

42.5%

24時間以上

48時間未満

30.8%

48時間以上

72時間未満

5.6%

72時間以上

2.3%

(n=214)

避難勧告のタイミング 休業要請のタイミング

新規



30

５．防災に関する人材育成について



31

有資格者がいる

14.4%

有資格者はいない

85.6%

防災資格を持つ役員・従業員はいるか

防災資格を持つ役員・従業員がいる企業は14.4%（前回12.7%）

(n=1,024)



32

社内の資格取得奨励制度の対象とし

ており、既に奨励している

3.2%

社内の資格取得奨励制度の対象

ではないが、奨励している

5.9%

今後奨励していきたい

53.1%

奨励する予定はない

37.8%

防災資格の取得奨励状況

62.2%の企業が防災資格の取得を「奨励している」または「奨励したい」と回答

(n=1,029)

62.2%



33

６．行政への要望について



34強化・拡充を望む防災対策

約6割の企業が「帰宅困難者対策」「インフラ耐震化」の強化・拡充を要望

1.1%

5.6%

8.3%

9.7%

10.5%

13.4%

14.4%

18.8%

23.3%

23.4%

25.3%

57.1%

62.5%

その他

木造住宅密集地域の不燃化

液状化対策

電柱地中化

燃料確保に係る規制緩和

行政主催の防災訓練、避難訓練

災害時の住民間や企業間の連携促進

民間建築物、ビル・マンションの耐震化

BCP策定支援

水害対策

防災リーダー育成のための研修実施や防災関連資格の取得支援

インフラの耐震化

帰宅困難者対策

(n=1,027、複数回答)


